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４日 衆議院特別委員会
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29日 与党三党国会対策委員長会談

候補地選びの当分の間の先送りと､ 衆議院議長直属の協議機関の設置を与党三党が合意

30日 与野党国会対策委員長会談
候補地選定の先送りと､ 協議機関の設置について共産党を除く与野党で合意

31日 衆議院特別委員会
石原委員長､ 選定先送りの責任を取って､ 突然辞任を表明� �

11日 衆議院特別委員会
辞任した石原委員長の後任として､ 民主党の河村たかし理事を選出
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平成14年５月は､ 衆議院の国会等の

移転に関する特別委員会が自ら定めた

移転先候補地絞り込みの期限でした｡

しかし､ 候補地の関係議員が大半を占

める衆議院の特別委員会では､ 地域間

の対立が激しく､ 結論を見出すことが

困難となっていました｡

そこで､ 事態打開のため､ ５月30日

に与野党国会対策委員長会談が開かれ､

自民党の大島理森国会対策委員長から､

絞り込みの当面の先送りと衆議院議長の下での新たな協議機関の設置が提案され､ 共産党

を除く与野党が合意するという新たな展開となりました｡

これを受けて､ ５月31日に開催された衆議院の特別委員会では､ 新協議機関の設置にか

かる報告が石原健太郎委員長から行われる予定でした｡ しかし､ 委員長は突然辞意を表明

し､ 委員会を散会しました｡ このため､ 改めて６月11日に委員会を開き､ 河村たかし理事

を新委員長に選出し､ この問題は新委員長に引き継がれました｡

移転先候補地の選定は当面先送りとなりましたが､ 首都移転が明確に白紙撤回されたわ

けではありません｡ 今後どのような審議が行われるか､ ������������があり
ます｡
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東京都議会を中心に東京都､ 首
都移転に断固反対する会が共同で､
５月21日､ 東京国際フォーラムに
おいて､ ｢首都移転断固反対総決
起集会｣ を開催しました｡
当日は､ 各種団体､ 区市町村､
町会・自治会関係者の他､ 新聞折
り込みチラシ等を見た都民の方々
も多数参加し､ 当初予定(1,500名)
を大幅に上回る3,500名が集まり､
総決起集会としてふさわしい大き
な盛り上がりをみせました｡

集会では､ 三田都議会議長､ 石原知事､ 浅井東京都トラック協会会長､ 石川東京都町会
連合会会長の挨拶､ 各会派を代表して４名の国会議員や神奈川県議会議長の来賓挨拶があっ
た後､ ｢首都移転に断固反対する緊急アピール｣ が満場一致で採択されました｡

集会終了後､ 約500人が､ 首都移転反対のラッピングバス６台に分乗し､ 国際フォーラ
ムから日比谷公園まで車輌デモを行い､ 引き続き日比谷公園から国会まで徒歩による街頭
行動を行いました｡

また､ 街頭行動とは別に､ 三田議長や橋本副議長をはじめとする都議会議員は､ 首相官
邸､ 国土交通省､ 衆参両院議長公邸を訪問し､ 移転の白紙撤回を申し入れました｡

多数の参加者の ｢首都移転反対！｣ の声が国会に届いたのでしょうか｡ 移転先候補地の
絞り込みは､ 当面先送りされることとなりました｡

しかしながら我々は､ 決してこれに満足することなく､ あくまで首都移転の白紙撤回を
目指します｡
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石原知事は５月15日に開催された

参議院の ｢国会等の移転に関する特
別委員会｣ に参考人として出席しま
した｡
特別委員会の席上､ 石原知事は､

首相官邸や中央省庁の建替と首都移
転論議に整合性のないことを指摘す
るとともに､ 移転前提のアンフェア
な委員会運営を批判しました｡ さら
に国民の参画意識を高揚させるため
にも､ 国民投票が必要であるとの提
案を行いました｡
また､ 東京の集中・集積のメリッ

ト､ 政経の不可分性､ 首都圏のポテンシャルなど東京が首都である利点を強調し､ 環状道
路の整備など首都圏の再生に向けた取り組みの必要性を力強く訴えました｡������������������
七都県市首脳会議を構成する埼玉県､ 千葉

県､ 東京都､ 神奈川県､ 横浜市､ 川崎市､ 千
葉市は､ ｢首都機能 (国家の中枢機能) のバッ
クアップ方策の検討について｣ の調査報告書
を共同でとりまとめ､ ５月10日に発表しまし
た｡
報告書では､ 想定を超える大規模な地震等

により国会等の首都機能が被災した場合に､
国と七都県市が取り組むべきバックアップ方
策を提言しています｡
具体的には､ 国会や中央省庁が被災した場

合の代替施設として､ ｢幕張メッセ｣ ｢大宮ソ
ニックシティ｣ ｢さいたまスーパーアリーナ｣
｢パシフィコ横浜｣ ｢東京ビッグサイト｣ ｢東
京国際フォーラム｣ を活用することや､ 国会
議員､ 中央省庁職員等の輸送支援策などを提
案しています｡
このバックアップ方策により､ 首都移転

のように莫大な費用を必要とすることなく､
しかも早期に､ 首都圏だけでなく､ 日本全体
の災害対応力の向上が図られます｡ 七都県市
では､ この実現に向けて､ 国 (内閣府防災担
当等) に提案していくこととしています｡
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